
■日本政策金融公庫で実質無利子・無担保の融資が受けられます。
〔特別貸付〕
●対象：最近１ヵ月の売上高が前年比で５％以上減少した方等
●限度額：8千万円(国民事業※1)、6億円(中小事業※2)
●貸付期間：設備20年以内、運転15年以内

いずれも据置５年以内
【窓口】日本政策金融公庫 事業資金相談ダイヤル：0120-154-505
※ 上記と同類の制度として、商工組合中央金庫の「危機対応融資」もあります。

〔利子補給による実質無利子化〕
上記対象先が下記要件を満たすと利子が補填されます。
●対象：①個人事業主(事業性あるフリーランス含む)・・・要件なし

②小規模法人※3・・・売上高▲15％
③中小事業者(上記①②を除く)・・・売上高▲20％

●補給上限：融資額4千万円(国民事業)、同2億円(中小事業)
当初３年間

【窓口】(独)中小企業基盤整備機構
新型コロナウイルス感染症特別利子補給制度事務局：0570-060515

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている事業者の皆さまへ
～公的な支援施策等について～

１．資金繰り支援
日本政策金融公庫等による特別貸付

■日本政策金融公庫等の過去の借入の一部を実質無利子に借換できます。
日本政策金融公庫の新型コロナウイルス感染症特別貸付や商工中金の危機対応
融資について、既往債務の借換を可能とし、実質無利子化の対象にします。

●借換限度額※：8千万円(公庫国民事業) ※新規融資と借換の合計額
6億円(公庫中小事業、商工中金)

●実質無利子化の限度額：4千万円(公庫国民事業)
2億円(公庫中小事業、商工中金)

【窓口】日本政策金融公庫 事業資金相談ダイヤル：0120-154-505
商工組合中央金庫 相談窓口：0120-542-711

日本政策金融公庫等の既往債務の借換

※ ：個人事業主・フリーランス向け、 ：中小企業向け中小個

日本公庫HP
新型コロナウイルス
相談窓口・解説動画

※3 卸売業、小売業、サービス業
は従業員５名以下
製造業、建設業、運輸業等
は従業員20名以下

※1 個人事業主・小規模企業向け
※2 中小企業向け

【６月１７日時点の情報】
関東財務局 水戸財務事務所

【茨城県版】

■茨城県の制度融資により、民間金融機関で実質無利子・無担保・保証料ゼロの
融資が受けられます。

●対象：新型コロナウイルス感染症の影響により売上高が減少し、セーフティ
ネット保証４号・５号、危機関連保証の認定を受けた方

●制度融資の種類及び内容等

※利子補給・保証料補助の適用要件

●その他：上記のほか、県と市町村の協調により、公的融資制度及び民間金融機関か
ら融資を受けられなかった中小企業者、小規模事業者に対する事業継続に必
要な資金の貸付（中小企業事業継続応援貸付金）も行われています。

【窓口】最寄りの金融機関 、
茨城県新型コロナウィルス感染症

中小企業支援対策室：029-301-2869
茨城県信用保証協会 本店 ：029-224-7812

土浦支店：029-826-7812

民間金融機関による実質無利子・無担保融資

個人事業主かつ小規模事業者 中小企業者（左記を除く）

売上高
▲５％以上～
▲１５％未満 • 利子3年間10/10補給

• 保証料10/10補助

• 利子補給なし
• 保証料1/2補助

売上高
▲１５％以上

• 利子3年間10/10補給
• 保証料10/10補助

茨城県信用保証協会
HP

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策融資

融資限度額 8,000万円

融資利率 年1.3～1.6％

利子補給 当初3年間10/10を補給
融資額4,000万円が上限
※適用要件あり（以下参照）保証料補助 10/10を国が補助

その他 保証付既存融資について本制度への借換可能

茨城県HP



■納税猶予の特例
●内容：無担保かつ延滞税なしで納税を1年

間猶予
●対象税：所得税、法人税、消費税等
●対象者：一定期間(1か月以上)に事業

収入が減少(概ね前年同期比
▲20%以上)

【窓口】
所轄の税務署(徴収担当)

2.給付金・補助金 3.社会保険料及び国税の納付の猶予制度

国民健康保険、後期高齢者医療制度及び介護保険

5.関東財務局 新型コロナウイルス専用ダイヤル
関東財務局は、新型コロナウイルス感染症に関し、金融機関とのお取引に係る相談等を受け
付けるため、相談ダイヤルを下記のとおり開設しています。
【受付電話番号】048-615-1779

雇用調整助成金の特例措置の拡大
厚生労働省HP
雇用調整助成金

ページ

【窓口】
国民健康保険料
介護保険料
後期高齢者医療制度の保険料

4.金融機関への配慮要請
●財務省は関係機関と連携し、政府系金融機関(日本政策金融公庫等)に対し、新型コロ

ナウイルス感染症の影響により事業者の資金繰りに重大な支障が生じることがないよう、特
段の配慮と事業者の実情に応じた柔軟な対応に全力をあげて取組むよう要請しています。

●民間金融機関に対しても、事業者への積極的な支援(きめ細かな実態把握、経営の継続
に必要な資金供給、既存融資の条件変更に係る迅速かつ柔軟な対応等)を実施するよう、
金融庁が要請しています。

■事業全般に広く使える給付金が最大200万円支給されます。
●給付額(上限)：200万円(法人)、100万円(個人)
●対象者：売上が前年同月比で50％以上減少 等
【窓口】経済産業省 持続化給付金事業コールセンター

0120-115-570

持続化給付金

経済産業省HP
持続化給付金
ページ

財務省HP
納税猶予ページ

■新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の縮小を余儀なくさ
れた事業者が従業員を休業させた場合、休業手当等が最大
100％助成(15,000円/1日、33万円/月を支給上限)されます。
(緊急対応期間:4月1日～9月30日)
【窓口】最寄りのハローワーク

特別な理由がある者については、
条例等の定めに基づき、市町村に
申請等することにより、猶予が認め
られることがあります。

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている事業者の皆さまへ 【茨城県版】

お住まいの
市町村の
担当課

■納付猶予の特例
●内容：無担保かつ延滞金なしで納

付を1年間猶予
●対象者：一定期間(1か月以上)に

事業収入が減少(概ね前
年同期比▲20%以上)

【窓口】
最寄りの年金事務所

日本年金機構HP
納付猶予ページ

国税厚生年金保険家賃支援給付金
■テナント事業者の地代・家賃のための給付金が最大600万円支給されます。
●給付額：申請時の直近の支払家賃(月額)に基づき算出される給付額(月額)の

6倍(6ヶ月分)。給付率・給付上限額は下図のとおり。

●対象者：5月～12月において以下のいずれかの要件を満たす事業者。
①いずれか1カ月の売上高が前年同月比で50％以上減少
②連続する3ヶ月の売上高が前年同期比で30％以上減少

0 0

＜個人事業者：１ヵ月あたり＞給付額  ＜法人：１ヵ月あたり＞ 給付額  

（上限）

100万円

（上限）

50万円

50万円 25万円

75万円 225万円 37.5万円 112.5万円

給付率 1/3

給付率

2/3

給付率 1/3

給付率

2/3
支払

家賃
支払

家賃

※詳細や条件や申請方法、窓口等は、決定次第速やかに経済産業省ホームページ等
で公表される予定


